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資源危機論の諸挑戦とその評価

- ■国際資源問題解明のための基礎認識——

明傅每深

f成長の眼界』 
(2)

ナルに説かれ,

1 (1)
1 は じ め に

資源問題は，古くかつ新しい間題である。 1970年代に入って， — マ . クラブの一研究パち 

が発表され，人類の危機, 資源危機が差し迫った問題であることが，センセーショ 

現実的にも73年10月の第4 次中東戦争を契機として，石油危後が大きくとりざたさ 

れ，引き続いて食糧危機*資源危機が叫ぱれ，俄かに資源問顧への関心は復活し，資源危機をめぐ 

る論譲.研究は盛んとなった。し力、し，こうした資源危機論は, 18世紀末のマルサスの『人ぱ原理』 

の発表以来のくり返しで多るとみなすことも，一面では可能であろ

さらに, 第 2次大戦終了までは，世界的にも日本においても，資源の確保が国力♦軍事力の基礎 

.として重視され，資源問題か諸列強間の国際的闘争の主要な対象となり，いゎゆる "持て.る国" ： 

h a v e sと"持たざる圉" ：have-notsとの資源獲得抗争が大きな問題となり，数多くの分析がなさ 

れてきた。最近の資源をめぐる経済的安全保障の論譲や資源再配分時代といったとりあげ方 も， こ 

うした論議の復活ともいえよう。 ■

ここでは，こうした大きな歴史的パースぺクチィプや過去の研究成果に着目しながらも，主とし 

て1970年代に入ってあらためて打ち出された資源危機諭の諸挑戦に焦点をあ て ， こ れ 迄に展開され 

てきた腫大な諸研究を大胆に整理.聽括して，次の最も基本的かつ重要ないくつかの問題について，

'主（1 ) 本搞は，すでに発ましたいくつかの拙稿論文を镇大成し，新しい展開をfj指したものである。とくに次の2 つのね||稿 

論文にK•礎をおいている。 .

拙 稿 !■資源問題J 小康明♦相原光編『新訂国際経済学講義』割よ書院新社，；1976年。

拙 搞 「エネルギー資源の将来の諸問題J rペトロチックJ (石jili学会）館1卷第1号, 1 9ァ8年1 月 

( 2 )  D. H. Meadows and Others/ The Limits to Growth. 1972 (大来i t武郎監訳f■成長の阪界j ダイヤモンド补 

1972̂ P)o
. < 3 ) 第一次大戦直後にも， ヨーロツバを中心として， r 世界は人口過剩に直而する』『☆ 見席-のはかは满爲j 等の本が出さ 

れ，悲観論が打ち1 1 1された。

< 4 ) 山本登名誉教授は，本卷末の文献リストに整理されているように数多ぐの究を発表されているが，とくに「植民地 

原料资源P'fj題に関する一考察j ( r三旧学会おら誌』1938年6 月号）は，当時の資滅状況に0 いて贵3Jか资料を綴;が,'して-IIY; 

細な分析を行なっており，不要であろう。

----- -9 9 ( ^ 5 P )  ------------------ -
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暫定的ではあるが1つの判断•評価を下してみたい。

第 1は，資源問題の本質は何かを究明することであり， この本第の解明によって，資源問題の範. 

Ifflなり決定因が明示されるとともに，いわゆる資源危機の整理‘評価も容易となろう。

第 2 は，ごく最近の時点までに展開されてきた資源危機論の諸桃戦を体系的に整理して，その分 

類学の設定をこころみるとともに，それぞれの基本構造.内港を明確化する問題である。

第 3は，これらの資源危機論の諾挑戦を評価し，その虚宾を究明していくことである◊

ここで中心をおくのは，地球資源の物理的•絶対的な枯渴が差し迫っているのかどう力、，資源問： 

題の挑戦に対する経済社会のもつ調整メカニズム•転換能力が十分に存在しているのかどうかの間’ 

題である。

第 4 は，これら0 検討の結果として，地球の資源余力が十分に存在していることが明確化される 

カンそれならぱ現在の資源危機の基本的性格なり真の所在は何かをあらためて探っていくととが必 

要となり，それが® 際関係および国内関係の中での危機，すなわち現段階における政治経済面を中‘' 

心とする人間社会の問題処理能力•対応能力の不足に由来する危機に他ならないことを明確化して 

いく間題でおる。

こうした問題挑戦の本質なり真の所在を正面切って解明し，その虚実についての評価*判断を行- 

なう ごとによって， 現実的な国際資源問題および日本の資源問題の解決の基本方向なり具体的戦略 

の考究を行なうための，有効な基礎が与えられることになろう。

いわゆる石油危機以降，世界経済全休もそうだが，とくに日本経済は，はかぱかしい景気回復が' 

みられずに苦悩しており，その結果として，短期的には世界資源霜給が緩和して，一見資源危機は 

過去のものとなったように人々に受けとられ，一体何が危機なのか，何を信じたらよいかの疑問• 

戸惑いがみられる現段階においてこそ, こうした問題の根本的な間い直しにもとづく大胆な整理を' 

行ない，判断 *評価を下すことが不可欠なのではなかろう力、。

2 資源問題の本質とその対象‘範囲

a 資源問題の本質

通常，日本で資源問題という場合には， 日本人の生活や正常な経済活動を維持し，さらにその成;
(5)

長 .発展のために必要とされる資源を確保することが，寧ら問題の意味.内容となってきた。

勿論，それは資源問題の重要な一侧旧ではある力;，逆にこうした問題把握が,実は資源問題を矮 

小化させ，後述の資源危機を生ぜしめる大きな原因になってきたことも事樊である。

注（5 ) そうした代表例としては，次のものがあげられよう。
経济審議会資源委員会『国際化時代の資源問題J1 - x m m m m ,  1970年， および通産智滅山石炭局『資源問題の 

'通節ま業調杏会，1971年。

r三旧学会雑誌」71巻 2,号 （197妳 4 月〉 •
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資源危機論の諸挑戦とその評価

そこであらためて，一体き源問題の本質とは何かを根本的に問い直してみることが不可欠である 

J;うに考えられる。

亦常に大胆にかつ単純化していえば，資源問題の本質とは，主体である人間と客体である自然， 

'環境との相互作用•相互関連に他ならない。 これには人間の自然への働きかけと，自然の人間ない 

し人間社会への反作用というつの面があり，一方的働きかけ•作用ではなくて，相互作用.,相互 

:関連が行なわれていることが重耍である。

したかって，資源問題の基本課題は，人間と自然とのバランス•調和であり，人間が自然と調和 

し，これをうまく利用することによって，人間が快適に幸福に，しかも未来にわたって生存してい 

'ける環境•条件を作り上げることであろう。

ところが， これ迄我々は，人間の § 然への働きかけの面， とりわけ資源（むしろ資源4:ま物という
(7)

べきであろう）の効率的（安価かつ多量） な獲得•開発利用のみに集中し， 自然の人問への反作用の 

側面, 人間と自然との調和•バランスを軽視.無视しつづけてきた。その結果として，とくに第2 

次大戦後，世界全体および日本の急速な経済発展が行なわれ，資源の利用.消費.廃棄および自然 

への働きかけが急増し，自然がもつ人間の働きかけを同化.吸収 .処理する能力をこえ，深刻な反 

作用を人間に及ぼすようになっており，資源枯渴が深刻に懸念されるとともに，人間の生存そのも 

のが脅かされるまでに至っている。 ‘ '

すなわち，資源危機論の諸挑戦がとくに1970年代に入っで陸統として打ち出されてきた背景には, 

戦後の未曾有の成長•発展が決定的な影響力をもっていたのである。資源枯渴問題だけではなく， 

環境資質の悪化問題•公言問題が重ネ化し，いわゆる狭い資源確保.利用問題の裏面‘紹果として， 

資源問題の重要な対象職囲となっている。

とくにこうした本質把握から，最近顕著にみられるもっとも根源的な間題挑戦であるュントロピ 

一の増大や，合成の誤譲に重点をおく資源危機論ないし人危機論が，導出されているということ 

もできょう。

人間の資源の採取•利用 .消費からの廃棄物および環境汚染等の問題は，とりわけ最近になって， 

資源問題論議の主要な対象となり，廃楽物の処理.再生，地球 ♦自然のもつ同化，処理能力に対す 

る適あ性等を考慮して，人間の自然への働きかけ，資源の生産.利用そのものが再検討され，一貫 

した資源循環，さらには資源経済の過程.体系として把握されねぱならなくなっている。

法（e ) 黑岩俊郞『資源論J 勁草書房，1964年, 13J[。

C 7 ) ここでは，資源を天然資源（natural resources)に限定してとりあげている。 ここでは天然資源と資源生産物と 

を区別せずに使用するが，石光夢教授はr石炭 . 米 . 热が天然資源なのではない。廣U1,水田， 浪場のように一走の条 

件を備えた自然の一部だけが天然資源なのである。鉄や石炭は，エ業15̂ 料となり燃料となる。米や魚は, 食料となる。 

原料や燃料を諸にして原燃料と呼ぶことがある。【原燃料や食料は，天然資源生産物ではあるが，天然資凍でほないJ 

び人類と資源J 日経新書，1973架，23 } 0 とし, 何者を区分する必要性を強調されている。

 ̂ - 101(191) ——
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b 資源問題の決定因

こうした人間と然との相互作用•関連としての資源問題の本質理解によって，現在の資源危廣 

論の譜挑戦を包括的に整理することが可能となり，さらには資源問題の基本的な決定因もますこ,明  

らかにされるのである。

要するに資源間題の基本的決定因は，次の2つであろう。第 1は，人間の自然*環境への働きか

けの全体としての量♦規模ないし時間にわたるその増加率であり，第 2は，人間の自然に対する働

きかけの方法.仕方であり，これは大きくいえば技術体系•技術要因にはかならないであろう。

しかも，これらの決定因の根本には，人間の価値観なり基本目標が大きぐ作用している。资源は

安価に多量に存在し，使い捨ては美徳であり，高度成長*物質的進歩至上主義といった従来の価値

観 . 目標を追求していくのか，それとも，資源は有限であり’，節約 ♦有効利用こそ美-徳であり，人

閩の生きがいなり真の福祉を重視する価値観. 目標にどれだけ艇換していくことができるかが，今

後の資源問題•資源危機の行方を左右することとなろう。

さ,らに，こうした決定因が一方的に資源問題に作用するのではなく，逆に資源制約なり資源危機

が差し迫った問題となれば，それによって，価値観なり生活水準，技術体系のあり方自体が，修正"

変更を要請されるといった相互関迪•相互作用が行なわれていることにも，着目する必要があろう。.

より具体的に考察すれば，第 1 の決定因である人間の然に対する働きかけの現模とその増加率

は，その生活水準.所得水準と人口規模とをかけ合わせたものと，それぞれの上昇.増加率とによ

ることとなろう。すなわち，世界全体としての人間の生活水ゆなり所得水準の大きなレベル•限界

はどこにあるの力、，許容できる増加率はどれだけなのか，’国際間における格差の是正はどの程度行

なわれるべきなのか，さらに適正な人口規摸なり可能な人口増加率はどれだ.けなのかが，大きな資
(8)

源問題の決定因である。

第 2 の決定因である技術体系•技術要因については，人間と自然.環境とのかかわり合い.作用.. 

を可能にするのは，技術の存在にはかならず，資源の供給は，大胆にいえば，生産技術と資源管理- 

能力の関数であるといえよう。

したがって，生産技術のあり方自体，さらにはその変化•草新によって，人間の自然に対する働 

きかけそのものも，人間に対するIII然の反作用も，資源供給自体も，大きく変っでこざるを免な 

い。.逆にいえぱ，資源問題は，真に生きた日々変化しつつある問題であり，資源の存在量や価値は,， 

科学や技術の水準に依存している。この自然の開発.利用 .保全等の技術体系と，その変化*進歩 

との速において，資源問題の把握が行なわれねばならないことは明白であろう0

とくに最近注目を後めヤいるのは，従来の技術体系の基本ロ標のあり方自体に関してである0 こ

r三旧学会雑誌j 71巻 2 号 （I978年4 月）

注（8〉 例えぱ，1974；̂p8月 に r全人媒は1て をスローガンとして，ル ー ア の プ カ レ ス ト で 速世界人ロ会譲が则徑さ 

れ, 多くの対立がみられたが， りなりにも，r世界人ロ行動I千画j が採択されたととは，世界が全休と'してのバランス. 

• 調和 • 調盤に向かって，わずかではあっても，注r:iすべきその祐1步をふみだしたといえよう。

—— 102(192) ——



資源危機論の諸挑戦とその評価 

れ这は，人間が一*:;̂的に自然に働きかけ，いかに効率的かつ多量に資源の利用•消費を行なうかに 

中心がおかれており，その結果，すでに指摘したように，公害 •環境問題が深刻化し，人間の生存 

そのものが脅かされ;^までになっている。 '

したがって，技術体系のあり方自体が，生態学的なま然循環♦物質循環を尊重し，積極的に公害 

•環境汚染を防除し，廃棄物 ♦汚染源因子の処理.再生を図り，新たに資源化していく再循環経済 

への転換を重視して，根本的に問い直されていかねぱならない。

, , このような本質把握からすれば，資源問題の対象•範©も非常に広範なものとならざるをえない 

ので、あり， 次に整理するように，多様な資源危機論の桃戦を考究していかねばならなくなっている。

3 資源危機論の分類 ‘ 整理とその基本構造•内 容 '  ‘

» 1 つの分類学の設立のこころみ

とくに，1970年代に入って盛んに提起されてきた資源危機論の諸挑戦を，大胆にまず整理し，1 

つの分類学の確立をこころみれば，次のようになろう。

I 長期的な.物理的•絶対的資源危機論 ■

I .ん 地 球 生 態 学 的 . 物理学的なレベル , 限界—— 長期的環境制約ュントロピーの搏大合成の課譲

■---竹内均, ，秘旧教，K . ボールディング，N .ジ g —ジェスク.レーゲンな

. L B . 地 球 資 源 の 物 理 的 • 絶 対 的 な 不 足 . 枯 渴 —— 『成 長 の 限 界 』 —— D. H. メドウスなど 

I 一時的•過渡的資源危機論

n . A .過渡的資源不足"~ -3.ネルギ- の谷間論 石他の増産限界説—— WAES/J：' E  

n . B .一時的資源不足. 枯渴一一天災•天候異変など 

n 人為的資源危機論" "国際関係 . 国内関係（とくに政治経済関係）の中での危機

I . A .生 制 限 .保全による危機—— O A PE Cの石油戦略，O P E Cによる価格高騰，アラビア半島諸 

国の生産制限 .

DI. B .資源ナシ a ナリズム . 南北問題の挑戦によろ危機—— 天然資源の恒久主権，国有化紛争，世界 

的正義 • 公E の要求，新国際経済秩序 (N IEO) の樹立など 

IH. C .受容能力.適応能力再配分機構の欠如による危後 —— 発展途上国における飢館.食糧生鹿の

不 足 ,ハ ー ドパ ス V S ソフトパスなど '

法（9 ) 竹内均 r宇如m地球号に未来はあるか_! r経済評論』19ア3年3 月号，および，竹内均. 長谷川洋作*■地球化態学一二ネ 

ル ギ .物質の循環と人活動一j ダイヤモンド社， |̂&山 敦 r石油と原子力に未来はあるか一資源物现の考え 

方』亜紀書房，19784p, Nicholas Georgescu-Roegen, The Entropy Law and the Economic Process, 1972, 

and Energy and Economic Myths, 1976 (邦訳 rエネルギーと経済学の神話j f週刊來洋経済』1978年 1月2On号. 

(近代経済学シリーズN o .ザ3) ) 室ta武 rエネルギーと新しい経済学の地平J 『週刊求涕経済』I978年1月20曰母。

(10) WAES (Workshop on Alternative Energy Strategy), Energy : Global Prospects 1985~2000, 1977. 

本 A E S機構訳 r世界ュネルギ*■の将来：1985^2000』共立山版，1977年)，資源エネルギー庁編f我が国プ-ネルギ. 

一問題の長期展望：2000年への選狭』（丧期エネルギービジa ン研究会報告) 通商産業調3^会，1977ifp,および紘合5)f究 

開発懐偶/ 向坂正ポ編『2000年のエネルギー：しのびよる危機と日本の択J 日本経済新閲社, 1977d!f̂ 。
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D .合理的選択の欠如地域エゴによる危機一一"パプリ*ノク• アクセプタンス, ないものねだり， 

立地問題など

1 . E.一時的絶の危機—— f■池断』，輸入食糧ゼロの日など 

まず第1 に，資源危機が，地球資源ないし塌境の絶対的•物理的不足•枯渴•眼界に到達ないし 

接近しつつあることが原因となって生ずるのか，それとも地球の資源•環境の余力は十分に存在し 

ながらも，ないしは物理的•絶対的枯渴.限界への到達が差し迫った問題とはなっていないにもか 

かわらず，世界全体ないし各地域.各国の必要に応じての円滑な開発•輪送 ♦供給 •加工•利用等 

が，人為的な原因によって搜乱.制約 •途絶したことに根ざしているのかによって，大きく区分す 

ることが不可欠であろう。そしてこの後者の人為的原因による危機を，とくに国際関係および国内 

関係における危機として総括し， 5 節であらためてとりあげて，立ち入った分析を加える。

第 2 に，前者の物理的.絶対的危機論を，時間的範囲に着目して，長期的•究極的危機論と一時 

的 •過渡的危機論とに2分して考えることが有効であろう。

一r三由学会雑誌J 71卷 2 号 （1978年4 月）

b 長期的な物理的•絶対的資源枯渴論

まずI の長期的な物理的♦絶対的資源危機論を 

とりあげてみたい。

この危機論の基本構造.内容は,次のように要 

約可能であろう。

第 1図に明示されているように『成長の眼界』

の例示に従えぱ，もし世界が現在の人口増加，経 

済成長，工業化を今後も持続していくとすれば， 

地球と人類とは, 食糧不足’資源の'粘渴 .環境汚 

染などによって，100年以内には，破局が訪れる 

にちがいないとする警告•問題提起である。

一定の成長率•増加率を維持しつづける幾何級 

数 的 .指数関数的成長*塌大のもつ意味について 

の十分な認識.理解が不可欠であり，年率6 % の 

経済成長率は，経済規模が14年で倍々ゲ-ムをく 

り返し，年率 2 % の人口増加率は，35年毎に人口 

が倍増していくことを意味している。したがって, 

地球と人類とがこうした成長率を持続していくと 

すれぱ，いわゆる宇®船地球号的な限られた面糖

一 一 104(プP め

第 1 図世界モデルの標準計算

r標準的J な世界モデル計算においては,世界システム 

の発展を支配してきた物理的，経済的，社会的関係に大き 

な変化はな'̂、と仮定している。ここにしるされたすベての 
変数は，1900年から1970年までの実際の数値に従ってい 

る。食糧，工業生産および人口は幾何級数的に成長し，つ 

いには急速に減少する資源が工業の成長を低下させるに 

いたる。システムに内在する遅れのために，人口と染は 

工業化の頂点に達したあと，しぱらく墙加し統ける。人口 

の増加は，★糧と医サ一ビスの減少による死亡举の上昇 

によって，最後的に停止する。
山所：D. H. Meadows and Others, The Limits 

to Growth, 1972 C大来佐武郎監訳r成長の服界』ダイヤ 

モシド社, 1972年》105]?0 .
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資源危機論の諸挑戦とそ0 評価

と空間および有限な資源をもつこの地球上では，限界に到達せざるをえない

第 1表資源表

(11〉
ことは明白である。

出 所 ：第 1図に同じ，44貝。

1

資 源

2

現存埋蔵量

3

静 態 的

耐用年数

指 標  
(年）

4

予 想 成 長 率  

(料 .め）

高 平 均 低

5

幾何級数

的耐旧年

数 指 標  
(ィP)

6
現在®蔵量を5 
信にした場合， 
幾何級数的耐用 
年数指標 

(年）

アルミニウム
1.17x10®

トン
1000 7.7 6.4 5.1 31 55

ク ロ 一 ム
7.75x10®

トン
420 3.3 2.6 2.0 95 154

石 炭
5x l0】2

トソ
2300 5.3 4.1 3.0 111 150

コ バ ル ト
4.8x10®

ポンド
110 2.0 1.5 1.0 60 148

鋼
308x10®

トン
36 5.8 4.6 3.4 21 48

金
353x10®

トロイ•オンス
11 4.8 4.1 3.4 9 29

鉄
1 xlO>*

トン
240 2.3 1.8 1.3 93 173

齡
91x10®

トン
26 2.4 2.0 1.7 21 .64

マ ン ガ シ
8 xlO«

トン
97 3.5 2.9 2.4 46 94

水 銀
3.34x10®
フ-ラースク

13 3.1 2,6 2.2 13 41

モ リプデン
10.8x10®

ポンド
79 5.0 4.5 4.0 34 65

天 然 ガ ス
l :1 4 x l(F

立方プィート
38 5.5 4.7 3.9 22 49

ニ ッ ケ ル
147X 10®

ポンド
.150 4.0 3.4 2.8 53 96

石 油
455x10®

バーレル
31 4.9 3.9 2.9 20 50

プ ラ チ ナ 属 429x10®
トロイ•オンス

130 4.5 3.8 3.1 47 85

銀
5.5x10®

オンス
16 4.0 2.7 1.5 13 42

錫
4.3x10® 

英トン
17 2.3 1.1 0 15 61

タングスチン
2.9x10®

ポンド
40 2,9 2,5 2,1 28 72

亜 錯
123x10®

トン
23 3.3 2.9 2.5 18 50

注( 1 1 )現めi一部では萝のエネルギーとして期待され，抜本的なJ1U題解決に通ずるといわれている海水中の二重水素を利用し 

ての核融合を例にとってみると，海水1 リジトル中に，0,,034Jグラムの割合で含まれるニift水素を使いつくすまでに，現 

在の人類のエネルギ一消費を卖に今後SOO慮年以上にわたり支えることができ，人類にとって無限ともいえる:^ネルギ一 

の供給が確保できると計算されているが， しかし，もしも人類力;年ア％前後（10年間で倍増する：）の 1960年代の仏ネル 

ギー消費の増加率を統けていくとすれぱ，たった300年以内に使い切ってしまうととになり，このような幾何級数的成長 

のもつ意味を雄弁に物語っている。
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しかも『成長の限界』は，需要 •消費の増大による地球資源の枯渴の危機についても，それが差し 

迫った問題であることを明確化している（第 1-衷参照）。

C 地球生態学的レペル•限界

次に，こうした地球資源の物理的•絶対的な腺界に到達する以前に，ないしは供給された資源と

くにエネルギーを消費する過程で，地球生態学的ないし物理学的なレベル.限界に到達し，人類の

生存が脅かされ，またエントロピーの増大によって，人類に破周！が訪れ，死減せざるをえないとい

う危後論が主張されている。 .
(12)

まず，東京大学の竹内均教授などは，現在のようなエネルギー消費を行なうのであれば，たとえ

その供給が物理的に可能であったとしても, エネルギーを無限に消費.利用することが不可能であ

るといった地球を態学ないし地球物理学的なレベル.限界の存在を強調されている。具体的には，

現在の人類のエネルギー消費の約60倍のところに，これを越えれぱ，自然界の風や^波のシステムが

大きく乱され，異常気候が生じ，人類の生存そのものが脅かされるといった意味での自然界におけ

る風と波のエネルギーレベルが厳存している。

さらに，こうしたエネルギー消費にともなう廃熱の影響だけでなく，化石エネルギーの消費によ

る炭酸ガスの増大，. 大気中に放出されるチリの影響，アルべド（Albedo ：地球が太陽から受けている光

エネルギ- の反射率）の変化等によって，地球の気候は大きな影響を受けるはずであり， こうした点

を考慮して，総合的に世界全体としてのエネルギー消費のレペル•限界が求められていかなければ

ならない。 .' ,

しかし竹内教授は，エネルギーだけでなく，硫黄,.蜜素，炭素，水等の物質循環をも考慮し，全

地球翦境の保全を重視して，斑境 •資源消費の限界を明らかにし，有効な地球の総合管理を行なゥ 
. ‘ (13)

て、、かねはならない点まで，論議を展開されている。

より一層根源的な挑戦は, N .ジョージエスタ.レーゲンによって行 な わ れ て 、る。

レ一ゲンは， rユントロピーとは， ある熱力学系の展開の中の一定の時点における利用不可能な 
一  (14)

.tr•ネルギー量を示す指標であるJ という筒i]iな定義を与えた上で，人間の経済活動なり生活自体が, 

このユントロピーを墙大させていく過程であることを明示している。たとえ世界が，人口成長も経 

済成長も生じないような，いわゆる定常状態を達成することができたとしても，さらにゼロ成長で 

はなく，絶滅にまで収敛しないような衰退状態にあっても，人間の経済'活動なり生活が続けられて 

いく限り，それはユシトロピーの増大をもたらし，環境の有限性の中においては，永遠に存続しえ

[三旧学会雑誌J 71卷 2 号 （I978ィp 4 月）

注(I2)竹 内 均 r前海論文J および竹内均•長谷川洋作{■前掲t o 第1章。

(1 3 )竹内均*長谷川?̂ ザP S■前掲書J 第2章以下。

(14) N. G^orgescu-Roegen, Energy and Economic Myths, p, 7 (邦訳 113K)o
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d 過渡的危機論

. さらに， n の一時的•過渡的危機論をとりあげる。天災•気候異変などによる一時的な危機は周 

知のところであるので，とくに1976年以降，最近になって注目されている中.長期をつなぐ過渡的 

危機論に着目し，その基本構造•内容を明らかにしてみたい。

多くの専門家達は， 4節で明示するように，長期•超長期的な地球の資源余力については楽観的 

であり，この過渡的危機論は，むしろ中.長期をつなぐ時点における，とくに重要な特定資源の不 

足 •枯渴による制約.問題に着目している。

現時点での関心の対象は，エネルギーの谷間の問題，すなわち現在の世界ュネルギー供給の半ば 

を依存する石油の物理的増産の限界への到連による危機に集中している。

石油は，世界で比較的稀少な資源であり，しかも爐大な需要規模とその增大とによって，最も枯: 

渴の差し迫った資源であると考えられている。

この石油危機論の基本構造•内容に関しては，種々の前提•仮定にもとづいて，いくつものシナ 

リオなりケレスなりを設定することが可能であるが, ここでは1つの標準的なケレス*シナリオだ 

けをとり上げるにとどめる.(第2図参照)。

まず，石油の世界における究極可採埋蔵量については，現在のところJ.D.ムーディ氏等によるP

>±(15) ibid., I)‘ 23 (邦訳l3lK)o
(16) 敦 『前海to 211貝:。
(17)『同書』213M。

m { 1 9 7 )

資源危機翰の諸挑戦とその評価

ないということを強調している。

また，秘田敦氏は，「ユントロピーをもっともわか.り易くま現すれぱ『汚れj である。 物体やユ
(16)

ネルギ一の『汚れの程度』 を示すのがエントロピーであるJ とした上で，人類が次代のエネルギー

として期待をかけている原チカ，核融合は，その建設や運転のために，多量の稀少資源や石油ユネ

ルギ一の投入が必要であり，廃棄物の処理が大きな課題となり，結局は引き合わず，太陽熱の利用

も大量の低ユントロピー資源の投入が必要であり，結局はユントP ピーを増大させ，大きな期待は

かけられず，定常開放系としての地球を重視し，水のサイクルにユントロピーをのせて処分すべき

であることを张調している。

ところが「核燃料の使用は，この水サイクルにまったくなじまない。放射能のエントロピーを，

水蒸気のエントロピーに転化することができないのである◊ つまり，核燃料の燃焼は，放射能とい
07)

うユントロピーを地上に発生させるが， これはいずれは拡散し， 地球を汚す一方であるj。それ放: 

に地球のユントロピーは増大し，破局が訪れ，死滅するといった危機に遭遇せざるをえないという 

危機論を説いているのである。

(15)



r三旧学会雑誌J 71卷 2 号 （1978年4月）

全世界で2兆バーレル，自由世界で1兆5,000慮バーレルという数値が用いられている。

第 2 図自由せ界の石油生座の可能性の例

I実線は石油消費量年平均伸び率3.5%の場合 

1点線は発見量ISO億バーレル/年の場合

(18)

出所：資源エネルギー庁編f我が国エネルギー問題の長期展望JI1977^,16頁。

次に，究極可採埋蔵量よりも，今後年々どれだけの新規の確認埋蔵量の発見がなされていくのか 

:が，予測にとっては® 要である。新規発見量の過去の（第2次大戦後の）平均嶺は180億バーレルで 

あるが，1970年代に入ってその増加速度がにぶっており， 今後は従来と同じ180億バーレルの新規 

発見量を維持していくことはできないだろうとする予測が強い。したがって，第 2 因の標準的ヶー 

スでは，年間発見量150億バーレルとして計算が行なわれている。

さら!̂：, H 油の可採年数（R/P, R =確認埋蔵量P ニ年間生産量）がいくらになったら， 生産制限 

がなされるかが重要であり，通常可採年数が15になったら，それを維持するように生産制限を行な 

うと想定されている。

もう1つの重要な決定因は，石油に対•する需要が今後どれだけの率で増加していくかである。第

2 図の標準的ヶースでは， 今後の需要の増加率は3 . 5 %と，1960年代の石油需要の増加率7 % の半

分のかなり低い仲び率が想定されている。

こうした前提•仮定にもとづいて予測すれぱ，H 油生座-の物理的増産限界への到連は，1990年代

注（18) J. D, Moody and R. E ‘ Geiger, "Petroleum Resources, How Much Oil and Where ?", Technology 
Review^ March-April, 1975.
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資源危機論の諸挑戦とその評俩 

前半に生ずることとなり，この時点までに，石油以外の代替.新エネルギーの供給増大が実現しな 

ければ，深刻なュネルギー不足が生じ，過渡期の危機が重大化せざるをえないというのが，その核 

心である。

確かに•大局的に考えれば，石油の地蔵量は比較的限られており，需要を急速に増加させていけぱ 

かなり近い将来にその増産の物理的限界に到達せざるをえないことは，多くの人々が認めるところ 

であろう。しかしそれが1990年代の前半にくるかどうかは必ずしも明らかではない。

まず1つには，石油関係の資料の殆んどは国際大石油会社（いわゆるメージャーズ）に握られてい 

て，どれだけ信頼に足るものかは不明である。

2つには，原始埋蔵量に対する回収率の上昇いかんによって，究極可採埋蔵量は大きく変わる可 

能性をもっている。現在の回収率は30〜35 %である。

3つには，新規発見量についても，もし石油不足が予见され，価格も上昇していくとすれば,150 

億バーレルをこえてかなり増加する可能性をもつ。

4つには，需要の増加率についても，世界全体とりわけ北側先進国の経済成長率がスロー ダクソ 

していけぱ， さらに傅下する可能性があり，しかもこれまでほぼ1だったエネノレギー需要のGNP' 

弾性値も，石油危機以降，かなり低下しており，それが構造的趨勢的変化であるとすれば，需要の 

伸び率はさらに下る可能性もあろ5。

5 つには，世界の6 % 弱の人口で，エネルギーの3分の 1近くを消費して，現在世界第1位の石 

油輸入国となっているァメリ力の動向も重要である。 もしァメリ力が1977年 4 月に発表したカータ 

一大統領のエネルギー教書の目標を将来:;i成し，1985年までのュネルギー需要の抑び率を2 % 以下- 

に引き下げ， 石油輸入を1日700〜600万バーレルに削減することが可能であるとすれば，世界石油 

需給は大幅に緩和し，石油の物理的増産限界への到達は大幅にお’くらせることができよう。

このように，多数め前提•仮定が組み合わされて，楽観的 •中間的♦悲観的な過渡期の危機論が 

導出されるわけであって，この危機論の結栗なり予測の数字に惑わされることなく，その予測の基 

本構造を十分に理解し，その危機の決定因に着目し，その到来をおくらせ，危機を回避していく努 

力を怠ってはならないのである。

とくに石油の殆んど1 0 0 %近く，エネルギー全係の9 割近くを海外に依存する日本としては，過 

渡期の危機論も真剣に受けとめて，それへの対応を懸命に行なっていかねぱならない必耍性が大で 

あろぅ。

4 地球資源の物理的 • 絶対的枯渴論の評価 • 梭討 ^ 長の限界』の限界

ここでは, 『成長の限界J!に代表される地球資源の物理的•絶対的枯渴論を対象として，それをど
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う評価したらよぃめか，一体，地球資源の物理的 • 絶対的枯渴はどれだけ差し迫ってぃるのか，地 

球の資源余力なり潜在的可能性はどの程度存在してぃるのか, とぃった問題に对じて，これ迄に展 

開された論譲 • 研究をまとめ，大胆に1 つの半Ij断を下してみたぃ。

a 『成長の限界』の意義•評価

まず第1 に，こ の 『成長の眼界』の間題提起は，第 2 次大戦後の未曾有の経済発展に酔ぃしれ驢 

ったとくに北側の先進国の人々に対して，大きな反省なり本質的な価値観.考え方の再検討なりを 

求めた点では，大きな意義を見出すことができるであろう。 '

すなわち, 高度成長 . 物的進歩至上主義的考え方，高度成長が常態であり，永遠に持続するとぃ 

った錯覚 . 誤解，さらには使ぃ捨て. 浪費は美徳であるとぃった価値観.生活態度を根本的に再検 

討してかからねぱならなぃ。そして, 無限から有限へとすべての発想を転換し，地球は有限であり， 

資源には限りがあることを前提として，今後の経済運営なり価値観* 生活態度を再構成し，ぃわゆ 

る安定成長 . 真の福祉を目指してぃく必要があろう。

第 2 に，現在の資源問題論議の前進のために，こうした大きな問題提起を行なぃ，大ぃに貢献し 

たとぃうプラスの面だけでなく，‘逆にその識譲を歪め，その分析結果だけが独り歩きして，多くの 

問題 ♦誤解を生ぜしめたマイナス面も指摘できるであろう。 . .

問題は，こ の 『成長の限界』の分析ぎ，大きなこれ迄の麼史的な発展過程.流れの中で位置づけ 

て評価し，現段階で基本的趟勢なり構造なりに根本的変化が起ってぃるのかどうか，さらに地球資 

源枯渴は， どれだけ差し迫った状況にあるのかを問うていくことであろう。

まず1 つには，大きな歴史的な流れ• サイクルに照らして判断すれば，現 在 の 『成長の限界』は，

すでに指摘した18世:紀末のマルサスの『人ロ原理』なぃしは第1 次大戦直後にヨーロッパを中心に

打ち出された悲観論の，ある意味ではくり退しにすぎなぃとみなす見解も有力である。例えば，こ

の『成長の限界』の総括的評価を行なったC . フリーマ'ノは，"M a lth u s  w ith  a c o m p u t e r "とぃ 
(19) ，

う評価を与えてぃる。

2 つには，18世紀末以来こうした悲観論的な考え方を打破し，魚速な経済発展を持続させてきた 

基本的メ力ュズム，調盤能力 • 苹新能力等に，本質的 . 構造的な変化が生じたのかどうかであり， 

すぐ次にとりあげるように，多くの経済学者速は，これらに対して信頼感をもち，現在の大きな問 

題となってぃる資源制約も，それを打破する技術本:新なり需要 • 消費の節約 . 有効利用なりが生じ， 

長期化したリ一ドクイム等を考慮して，従来の調おメ力ュズムを強化♦補正していくことにより， 

問題は解決されていくと考えている。

r三m 学会雑誌j 71巻 2 号 （の78年4；3)

注（19) Christopher Freeman, "Malthus with a Computer,,, in II. S. D. Cole and Others (eds.), Thinking 
about the Future': A Critique of the Limits to Growth, 1973.
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資源危機論の諾桃戦とその評価

3 つには，幾何級数的 • 指数関数的成長の永続性に関しても，まず人口増加は，先進国の歴史が 

明示しているように，経済発展なり'都市化等の進展によってス — ダウンし， S宇型カープをえが 

くと考えられており，経済成長もまた，経済的離陸期には加速化されるとしても，その成長率はや 

はり減衰していくはずであり，それを単純に外挿して予測を行なうことにも問題があろ(f!

4 つには , 地球資源の物理的•絶対的枯渴についても，次に詳細に究明するように，差し迫力た 

問題となっているわけでは決してなくて，地球の資源余力は十分に存在しているということができ 

よう。

b 十分な地球資源余力の存在と調整メカニズムの有効性 ,
まず，今後も際限なく，現在の資源需要の急速な幾何級数的な増加が持続していくとすれば，や 

がては腺界に到達し，地球資源の枯渴が生ずるということは間違いのない真実であり，考察の前提 

として，資源の節約 . 有効利用に努め，資源消費の急増をできるだけ抑えていくことが不可欠であ 

ろぅ。 “

し力、し，こうしたことが可能であるとすれぱ，地球資源の絶対的 . 物理的な枯渴は，差し迫った 

問題ではなくなり，地球資源余力は以下め理由から十分に存在じており，なお調整メカニズムも有 

効に作用していると結論を下すことができよう。

第 2表 3 つの指標による主要鉱物資源の利用可能性

耐 用 年 数  

確 認 塊 蔵 量 （R)

究 極 耐 用 年 数  

究極塊蔵量(U R R )注1

理 論 的 耐 用 年 数  

地殼中の総理蔵量(CA》ft 2 

現在の年間消費量（C)現在の年間消費量（C) 現在の年間消費量（C)

石 炭 . 2 , 7 3 6 5,119

铜 45 340 242,000,000

鉄 117 2,657 1,815,000,000

憐 481 1,601 870,000,000

モ リ プデン 65 630 422,000,000

錯 10 162 85,000,000

亜 錯 21 618 409,000,000

硫 黄 30 ； 6,897 ,

ウラ’ニ ，クム 50 8,455 1,855,000,000

アルミニクム 23 68,066 38,500,000,000

金 9 102 57,000,000

出所 ：W- D. Nordhaus, "Resources as a Constraint on Growth," Tlw American Economic 
Review, May, 1974, p. 23.

注 1一究極ん!1!蔵fiiは，将来発見される見込みがあり，現在及び将来予想される技術のUH発のもとで回収できる 
と港えられる未発見の迫加埋蔵® と確認地蔵造とを合計したもめ。このまでは，それを地下1 キロ メー 
トルの傑さまでの総®蔵量の0 .01% として計算されてい.る。

注 2 — とれは地球に存在している全資源量である。

法(20) 番山他一，公文俊平，竹め靖雄r均衡状態の社会システムにする研究j 『ロース♦クラプ日本研究チーム発!!ミ会J 

科学技術と経済の会，1976年6 月18日，およびHerman Kahn, et al., The Next 200 Veaび, 1976, C hap .1 ('j、 

松達也. 小沼敏訳r未来への確fftj!サイマル…版会，1976律)。
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第 1 に，通常の資源論譲でとりあげられている資源の埋蔵量というのは，確認埋蔵量(proved re 

serves)であり（第1ま参照)，これは現在の技術と価格とを所与として，経済的にみて採取可能な資 

源量にすぎず，決して地球に賦存する物理的• 絶対的な全資源量を意味しているわけではない。実 

は，第 2 表からも明らかなように，地球の物理的全® 蔵量と比べて，少ないもので何百万分の1, 

多いものだと何十億分の1 といったオーダーの量を示しているにすぎず，今後の技衛変化と価格変 

化によって，11大な資源の供給増加が生ずる可能性が強いのである。 - 

第 2 に，正常な経済の運営および資源産業の健全な運営のために，一体どれだけの確認埋蔵量が 

必要であるかを現ま的に問うてみる必要があろう。何百年分とか何千年分とかいった埋蔵量はむし 

ろ不要であり，多くの場合20, 30〜50年の埋蔵量をもっていれぱ十分だといわれている。

ことでは資料は省略するが,'' 再生産不可能な鉱物エネルギー資源において，IS史的に現在までの

可採年数の推移を追ってみると，一部の稀少資源を例外として，実に見事に30〜50年といった可採 
(2り

年数が維持されてきている6 ■

rさ旧学会雑誌j 71巻 2 号 QL978年4 月）

すなわち，可採年数力 ある一定の範囲を維持し，それ以上にふえないのは，むしろ資源の物理的

• 絶対的枯渴によるのではなくて，資源産業•企業の明白な経済的ないしは経営的理由によるので

あり，もし需要の急増によって可採年数が大幅に落ち込めば，探鉱投資•技術開発等によって調整
(22)

が行なわれて，可■採年数は大抵の場合，元の水準に回復している。第 3表に明示されているように ,

第 3 表既知の埋蔵量はいかに変わったか

1950年の

埋 蔵 量

(jji位1,000メートル.トン）

1950〜70年の

累 辑 生 ま 量

(単位1,000メ一 トル，トン）

1970年の

趣 蔵 量

(i}i位1,000 メ 一 トル.トン）

1950年〜70年の 

埋蔵量の増加率 

(%)

鉄 19,000,000 9,355,000 251,000,000 1,221

マ ン ガ .ン 500,000 194,000 635,000 27

ク ロ ー ム 100,000 82,000 755,000 675

クングスチン 1.903 630 1,328 - 30

銅 . 100,000 80,000 279,000 179

勉. 40,000 48,000 86,000 115

匪 錯 70,000 70,000 113,000 61

錫 6,000 3,800 6,600 10

ボーキサイト 1,400,000 505,000 5,300,000 279

力' リクム 5,000,000 216,000 118,000,000 2,360

憐 敏 石 26,000,000 1,011,000 1,178,000,000 4,430

石 油 75,000,000 180,727,000 455,000,000 507

W所：Council on International Economic Policy, Executive Office of the President, Special Report, 
Critical Imported Materials (Washington, D. C, : U. S. Government Printing Office, December 

1974). As replanted in Herman Kahn, et a l . The Next 200 Years, 1976.

注(2 1 )金属鉱業! } 湖の改木睦H?-上の究によっている。
(22) Herman Kahn et al., op, clt., Chap. 4 .1 (邦訳『前揭|||』4.1)。
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• 資源危機論の諸挑戦とその評価 '

第 2 次大戦後未曾有の世界経済の成長が達成され, 資源生産が急増したにもかかわらず，iM蔵量は 

タングステンを例外として増大している。

第 3 に，エネルギーについては，その危機•枯渴の問題は,’すでに指！!し た I. A の危機論を一 

応考慮外におくとすると，その供給面についていえば，現在のような石油を中心とする化石ゴ-ネル 

ギ一への依存が統く限りでの短期•中期ないし中長期におけるものであり， 期とくに超長期にな 

れぱ，第 4表，第 5 表に明示されているように，供給量が愿大な高速増殖炉や核融合，さらに地熱, 

循環型 •無限型の太陽熱，風力等が開発•利用されるようになり，いわゆる危機.枯渴問題は抜本 

的に解決されるようになると期待されている。

, 問® は，一体いつになったら，石油にとって代る他の代替エネルギーである石炭（そのガス化，液

第 4 表エネルギーの可採年数 1970年

1 .化 石 燃 料 の み . ’ 520

2 .化石燃料旣知の原子力 8,400

3.化石燃料+既知の原子力+ 高速増殖炉 1,100,000
4 .化石燃料+既知の原子力+高速増殖炉+ 核融合 53,000,000,000

t o 所 ：第 2 表に同じ，p .  2 4 .

第 5 表地球の全エネルギー資源

CE• ネ ル キ ー 源
長期潜在熱量 商業的 m 題

(推 定 ）
実用化時期

(推定）

領 域

水 力 常 気 O.lQe/年 現 在 C

. 石 油 ， 天然ガス 30Q(3) 現 在 E

タ ー ル ，サ ン ド, オイル•シュール 30-2,000Q 湖 5年 C,E

石 炭 . 亜炭 200Q 現 在 E

U-235 ( 自由世界） 15Qe 現 在 E

U-235 (海 洋 ） 3,OOOQe _ 現 在 C,E

増殖炉用ゥラュゥム >100,OOOQe 1995年 C,E

Li-6 (D-T核 融 合 炉 )(2) 320Q 1995-2005年 C,E,T

‘21水 素 （D-D核 融 合 炉 ） 10徽 Q 2020-2050年 C,E,T

(地球ま naェ ネ ル ギ ー の 1 % )
30Q'年 1980-2000年 C,T

海洋グラジゴ•ント 20Qe/年 2000年 C .t

有 機 変 換 1.2Q/年 1975-1990^^ C

地熱一マグマ >10 億  Q C,E,T

灼 熱 乾燥岩石 >  100,000Qe 1990-1995年 C,E,T

液体主体 >l,OOOQe 1980-1985年 C.E

乾 燥 蒸 気 . . IQ e 現 在 , 一

|1)Cニコスト，E  ニ環境，T  ニ技術
(2)Li-6 ：第一世代の核融合庐で兰1R水素を塌殖するために使われるリチ'クム同位元素。世界の資源 

量は，ここに示されているより10浩も大きいだろう。
(3)Q (クィント）
Qeは觉気;C•ネルギ一の場合のクィントを意味する。
10德バ"レルの石がIに合まれるエネルギーは約0.006Qである0 .

出所：Herman. Kahn et ai., The Next 200 Years, 1976 (小松速也，小滔敏訳r未来への確 
信J サイマル出版会, 1976平， 90貝）
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化を含む)，タールサンド• オイルシ :n — ル，原子力等が利用可能となり，m 的にその供給が経済的 

採算にのって行なわれるようになるのか，さらに新ュネルギ一源である核融合なり太陽熱.地熱等 

の実用化がなされるのかであり，石油危機以降一時はこれらの開発.利用がはなばなしくとりざた 

されたけれども，実際に開発に取担むと種々なる技術的な困難に直面して，長期にわたるリードタ 

イムが必要であることが明らかとなり，さらに植田氏が指摘するような新エネルギ一開発にまつわ 

る矛盾なり問題点を除去するためには，基礎的なサイエンスの段階での一^層の調査研究なり本新が 

不可欠となっている。 .

安な楽 観 論 ‘をもつことは危険であるが，少なくとも，人類は将来のエネノレギー供給問題の抜本 

的解決を図ることができる方途と潜在的可能性とをもっている。したがって，安全性と経済性とを 

考慮しつつ，それを現実の世界政治経済の舞合でいつ奨琪し，まらの手に入れることができるかが 

問われているのであり，エネルギーの供給が経済活動なり生活の最も基本的要件であることに着0 

して，こうした代替 . 新エネルギーの研究開発のために，優先順位をおいて取組んでいくことがな 

によりも必要なのではなかろう力、0 >

第 4 に，技術体系についても，従来の使い捨て.廃棄する開回路体系（open system )ではなく， 

資源の再循環利用，廃棄物の再生 . 処理を重視しての，いわゆる閉回路体系（closed s y s te m )への 

I云換が行なわれ，それを可能にするエネルギー供給が保証されるとすれば，新規の資源必要量は減 

少し，枯渴の到来を大幅におくらせることになろう。

さらに，資源間の代替の可能性に着目することも必要であろう。稀少な資源をより豊富な資源に 

よって代替する研究が進められており，殆んどの資源はその用途別に多数の代替資源をもつように 

なっており，特定資源の不足が決定的な制約.影響力をもたないような状況が徐々に作り出されて
<23)

いる。

第 5 に，再生産可能な食糧 • 農産原材料については，科学技術の果す役割が比較的小さい分野’で 

あり，その物理的♦絶対的限界が，一部では大いに懸念されている。

とくに食糧生産に必要な基本的資源である土地について, F A O の推計では， 潜在的可耕地は約

32億へクタールであり，現在の耕地面積の合計は，11〜14億へクタールで，そのうち今日庚際に収

獲の対象となっているのは7 億へクタールで, 残りは牧草地その他である。したがって，かなりの

耕地拡張め可能性が存在しているが，しかし最も肥'次で手をつけやすい状態にある土地は，すでに

利用されており，その開ぎg利用のためには，入植，盤地，灌槪，施肥などの巨額の資本投下を必要 
(24) •

とするであろう力《，とにかく開発の余地は十分にある。

注 （23) NCSS ("National Commission on Supplies and Shortages), Government and the Nation's Resources, 
Dec. 197(3, pp. 21-22.ここでは，I 2の資源について，その用途別に生耍代替品が数多く整理されている。

(24) Herman Kahn et aし op. cit., chap. 5. 4 . 1 . (邦訳6■前揭觀j 5 .4 .1 )なお朱入植地敏で新しい士地を!)ほく平 

均コストの推I十には，1 へククール当たり218ト*ルから1,150ドルとかなりの幅がある。 ，
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資源/fe機論の諸桃戦とその評価 

さらに，その生産増大のための科学技術がすでに整っており，今後たとえ新しい技衛举:新がない 

としても，既知の技術.方法を先進地城だけでなく南側の発展途上地域へ普及.適用していくこと 

によって問題は解決され，食料生産に閲する物理的眼界は★はるかかなたにあるという点では，多 

くの専門家達の意見は一致している。

勿論，技術万能主義的な考え方に赂いることは危険であり，1960年代後半に大いにもヤはやされ 

て き た 「綠の丄命J も70年代に入り，行きづまりをみせており, また化学肥料の大量投入による農 

業は収奪農業にほかならず，ま然の行なう物質循環を尊重した有機農業を重視していかねばならな 

いとする最近の批别にも，十分に耳を傾ける必要がある。 .

さらに, こ.うした科学技術は，一般的にエネルギー集約的な性格をもっているといわれており，

したがって，資源全体を個々別々にではなく，総合的に関連させながら把握していくことが肝要で 

ある。もし今後長期にわたって，エネルギー供給が保証されているとすれば，その解決は容易にな 

るであろう。

第 6 に，経済学的に資源の枯渴が実際に発生し，

第6表天然資源生産物コストの推移

- (生産物堆位当たりの労働.資本投入 

量の指数）（1929 =10の

年 総天然資源生産物農産物鉱産物林産物

1870—1900 134 132 210 59

1919 122 114 164 106

1957 60 61 47 90

それがますます深刻化しつつあるかどうかの判

第7表その他の生産物と比較しての天然資源生 

産物コストの推移（生摩物単位当たりの労 

働 . 資本投入量の指数(1929 = 10のによる）

出所： J., Barnett and C. Morse, Scarcity and 

Growth: The Economics of Natural Resource 

Availability, 1963, p. 8,

年 . 総天然資源生産物農産物銘産物林

1870—1900 99 97 154 37

1919 103 97 139 84

1957 87 89 68 130

出所：第6表に同じ，P.

第8表主要鉱物エネルギー資源の労働に対する相対価格（1970=100)

年 1900 1920 1940 1950 1960 1970

石 廣 459 451 189 208 111 100

銅 785 226 121 99 82 100

鉄 620 287 144 112 120 100

m ■ — 一 - 130 120 100

モ リ プデン - - - 142 108 100

船 788 388 204 228 114 100

jlE 銷 794 400 272 256 126 10ひ

硫 黄 — 一 - 215 145 100

アルミニ クム 3,150 859 287 166 134 100

金、 — • • 595 258 . 143 100

原 油 1,034 726 198 213 135 100

U!所 ：第 に 同 じ ，P. 24‘

注一ここでの相対価格は資源の1 トン当りの価格を製造簾における1時間当りの货金で割って求めているa

■—— 115(206) —
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断は，資源の生産コストの長如的変化•趨勢を樊証的に分析してみることによって与えられる。

第 6表，第 7表，第 8表の，これ迄に行なわれた研究成果をみても，一部の例外はあるにしろ， 

資源生産物の絶対的*相対的コストないし価格は，むしろ長期的に低下飢向にあることか実liiHされ- 

てお り， したがって，资源の物理的..絶対的枯渴が進んでいるとは，少なくとも経済学的にも，結，

論することは不可能であろう。

とくに一般常識からすれば，これらの資源の生まが増大するにつれて，資源の枯渴が進行し，ま 

すます低品位かつ悪条件下での資源開ISが行なわれる.はずであり，.当然，コストや価格も大幅に上- 

昇しなければならないにもかかわらず， 現実的には低下傾向にあるのであり，いかに技術進歩*革- 

新が大きな役割を果たし， 経済が優れた転換.調整能力を，これ迄のところは, 発揮してきたの力、. 

を推測することも可能であろう。

■ 5 人為的資源危機論の解明一一国際関係および国内関係の中での危機 

. -  . '  , 

a 現段階の危機の特質

以上の検討の結果として，少なくとも現時点ないし近い将来において，地球資源の物理的♦絶対- 

的な枯渴は， 差し迫った問題とはなっていないと結論する ことが可能であろう。

もしそうだとすれば，一体，現在注目をあびている資源危機は，全くの虚構なのであろう力、0 こ. 

こで強調したいのは，現在の危機の真の所在ないし基本的性格は，国際関係さらには国内関係と.り 

わけその政冶経済関係d 中での危機に他ならないということである。すなわ'^地球資源，環境資源: 

は，物理的にはなお豊富に存在しながらも，世界ないし各地域.各国 .各個人の必要に応じて，そ 

の開発.流通 .供絵 .分配 •利用•消費が円滑に行なわれない可能性が强く存在しているといった 

相対的危機.人為的危機なのである。

地球資源の物理的な賦存•潜在的可能性を，世界政治経済ないし国内政治経済の舞台において， 

現実的な可能性に転化し，資源の開発.供給をいかに保誰していくかがより重要なのである。現在 

の危機は，資源の物理的•絶対的枯渴といった客観的問題ないし前向き•積極的な解決の手段をも 

たない性格の危機ではなく，主体的問題ないし前向き.積極的な解決の手段はありながらも，現実 

の世界でそれを突行していくことができないま格の危機であり，人間の問題勉理能力，対応能力， 

艇換能力の欠如にもとづくものであろう。

. . / ' 

b 具体的な危機の要因と形態の分祈

次に，低幅の関係や非常に耍的にならざるをえないが，具体的に前揭の危機の分類に従って,’ 

それぞれの危機の要因.性格 ♦形態を解明する。

. r三m 学会雑誌J 71巻 2 号 （I978年4 月）



資源危機論の諸桃戦とその評価

第 1に，意図的な資源保有輸出国側の生産 • 供給•輪出の制限ないし保全政策によって生じる危 

:機がある。 . ’

こうした政策が採用される要因としては， 1つには，73年10月の第4次中東戦争を契機として0 

■APEC (アラプ石油輸出H機構）加盟国が採用した石油戦略においては，紛争の解決, 非経済的•'政 

洽的要求実現のための手段として，石油輸出の禁止ないし制限が行なわれた。すなわち，第 3次中 

東戦争による占領地域からのイスラユルの撤退とパレスチナ人の権利の回復という 2 つの要求実現 

'のための手段として，重要資源である石油が利用されたのである。

したがって, 資源の円滑な供給を確保するためには，平和の維持•紛争の解決といった大きな取 

:組みが不可欠となっている。 、 .

2 つには，より経済的な論理，合理性に依拠しての価格値上げのための供給制限政策の採用も考 

えられる。石油のような重要資源であり，需給の短期的な価格弾力性も小さくて代替資源の供給の 

:短期的な可能性も乏しい場合，供給を制限し価格を上昇させて，収入を增大させるという方法を 

.とる余地が十分にあり，OPEC (石油輸出国機構）を形成し，カルテル的行動を行なうことによって， 

その実行が容易となろう。

3つには，.とくに最近重要視されているのは，このOPEC加盟国中でも，人口が比較的少なく， 

発展の基盤を欠き，.石油収入の吸収能力が低く，現在でも多額り余剰収入.オイルマネーを抱えて 

'いるアラビア半島のロー • アプソーバー譜国（サウジアラビア，クウユート，アラプ首長国連邦，カタ一 

'ルなど）による生産制限 . 保全政策が採用される危険性で€ 1 。

サウジアラビアを中心として，これらの国々は埋蔵量も多く，今後の主要な供給増大能力をもつ 

;国であるにもかかわらず，すでに余剩収入を抱えて，実際上増産志向をもたず，国内の吸収能力. 

.必耍資金額からすれぱ，現在の産油量ですら多すぎるのが実情であ(1 。̂

石油危機の発生を防ぐためには，世界的にとくに北側先進国が，サウジアラビアを中心とする産 

.油国側の工業化• 経済発展に対してもっと積極的に働きかけ，協力を行なっ て，その促進を図り吸 

収能力を増大させていくとともに，中東和平の実現に努力し，パレスチナ問題の解決を目指すとい. 

った広い取組みを行なっていかねばならない。

さらに日本を含む先進国侧が門戸を開放して，オイルマネーをもっと積極的に受け入れ，有利な

.注(25) 1985架までにも，石油需給がJS迫して危機を迎える可能性が強いという予測も数多く菊まされセいる。まず国際機関 

においては，77年 1月に，OECDが，1985华までの世界エネルギー具通しを発表し，3 月にIEA (国際エネルギー機関）

力i長期ユネルギー報告を発表し，将来の石油• 3=•ネルギー不足を警告している。各国の政府•議会関係機関によるものと 

'しては，77年 4月にアメリカCIA (中央情報局）の r国際エネルギー情勢一1985年までの見通しJ が悲観論♦危機論を 

打ち出し，これに对して，アメリ力議会の調査機関( C R S )が6 月に発ましたrエネルギー見通し』およびI T C (国際贸 

易委員全）の r世界石油需給見逝しJ ( 9月発ま）は，むしろ楽観論を唱えている。またメジャ"各社もそれぞれ見通し 

を発表している◊ こうした1985年までの危機説の要領のよいまとめとしては，住m 友 文 rエネルギー，85危機説を吟床 

するJ (faiコノミストJ 1977年10月18日号〉がある。 、

\(26) D. K, Rustow, "US.SaucU Relations and the Oil Crisis of the 1980s", Foreign Affairs, April 1977.
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投資先を保証していくことが不可欠であり，真の相互依存関係の樹立を指していくべきであろう0 

4 つには，間題の連励性•一体性から危機が生ずる可能性に着目しなければならない。資源ュネ 

ルギ一問題と世界経済の主要問題とが切り離しがたく結びついており，iそれらを一括して解決しな 

いかぎり，資源問題の安定化はえられないのである。すなわち，インフレ，不況，ffl際的の不均衡 

といった三重苦（トリレンマ)，さらには国際通貨•為替，贸易 •通商，南北問題，直接投資 •多®  

籍企業問題，産業調盤問題等が，ュネルギー資源問題と密接にからみ合っており，.インフレが高進 

すれば石油価格の値上げを当然図るであろうし，世界不況は産油国側にも打撃を与え，その攻勢を 

にぶらせている。
(27)

第 2 に，資源ナショナリズムゃ南北問題の桃戦による危機が考えられる0

まず1つには，従来の国際大資本（メ- ジャ…ズ)， さらには北側先進国による支配から，資源保

有国側がその資源を自らの手中に取り炭し，天然資源に対する恒久主権を完全に確保•行使しよ〉

とする耍求を強めており，そうした要求がスムーズに実現されない場合，国有化紛争等が生じて，

資源の開発.供給等が大きく乱される危険性がある。 ‘

2つには，資源保有国側は, その資源を最大限に活;nして，工業化•経済発展のチコにしようと

する要求を強めており，したがって相手国への経済協力，技術協力，開発参加への見返りに^資源の

入手を図るといった広い取組みが求められており，未加工資源でなくて，現地での一次加工，二次

加工を行なった加工資源の輸入へと艇換していかなけれぱならない。

3 つには，所得水準•資源消費水準の南北間の大きな格差の是正，および資源の生産と消費との

格差の是正（南側で生産された資源の多くは北側へ供給されてそこで加工. 消費されている）を目指す要求

を，北側としては無視することは不可能となっており，北側が，自らの必要なだけ，資源を獲得.

浪費することができるのかどうかが再檢討されねぱならなくなっている。

4 つには，南側は，南北格差是正のためには，現 行 の 「自由•多 角 •無差別 •互恵」原則を修正

して，r組織化（計画化） .保護‘特 恵 .一方的」原則を中心とする新国際経济狹序(NIEO) の樹立

を求めており，資源問題の解決，さらには国際的な資源取引をどのような原理•原則にもとづいて
■ (28)

行なっていくべきかについても，根本的な問い直しが必要となっている

第 3 に，各国のもつ受容能力’転換能力•再配分機構の欠如による危機すなわち主として国内関;

係の中での危機にも着‘目しなけれぱならない。

1つには，潜在的な可能性として，もし先進地城で達成されている農業化座性を発展途上地域で

も獎現できれぱ，★糧問題は解決することを指摘したが，南侧発展途上国の現英において，先進地

注(27 ) 拙 稿 r転機に立つ資源ナシHナリズムJ び国際問題J'1974年 6 月号）が，資源ナシgナリズムに閲して突っ込んだ分 

析を行なっている。

( 2 8 )圳 搞 r一次産品!in題一一•次破湖nil題解決のための秩序•原則を求めて一J 『世界経済評論』 1977伴 i 月号で，この点 

の# しい分析がなされている。 '
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資源危機論の諸桃戦とその評価 

域の種子•品種 •耕作方法.肥料等の投入等々がスムーズにトランスフプーされ，受け入れられて 

大きな成果をあげるとはとても考えられなぃ。まずそのためには土地改举:♦農民の教育，資をの供 

給 ，流通制度の整備.改変等々の，抜本的な息の長ぃ政策措置を立案.実施してぃくことが何より 

も必耍であり，各国 .各国民のもつ受容能力.適用能力の欠如が資源危機をもたらす大きな要因と 

なろう。

2 つには，南侧におぃては，地域的な飢撞がしぱしぱ生じてぃるが，これもまた世界全体として 

の深刻な食糧不足•危機によるものではなくて，国内的な輸送設備なり流通制度の不備*欠如が原 

因となってぃるのであり，こうした制度•設備の完備が，地域的，部分的な資源危機の除去には有 

効であろう。 ■

3 つには，南側だけでなく北側先進国におぃても，ますます巨大化し巨額の資金を要する新しぃ

資源開発を受け入れ，その費用をまかなうことができるかどうかが大きな間題となってぃる。

巨大な新技術を社会か受け入れた場合一体どうなるのかの総合的な技術評価’(テクノ 0ジィ. ァセ

スメント） が不可欠であるとともに， 巨額の資金を要するハ ー ド •バスを選択すべきか，別のソフ

ト •パスを選択すべきかの問題も，，先進® 側の吸収能力ともからんで，今後は真剣に問われてぃか 
♦ (29〉

なけれはならなぃ。

第 4 に，国民のなぃものねだり的な選択，さらには地域エゴ等に起因する危機の可能性も存在し 

てぃる。

これも主として国内関係の中での危機であるが，日本における原子力発電所立地問題をとりあげ 

てみても，安全問題.環境問題，さらには地域エゴとぃった耍因にもとづく地元住民を中心とする 

反対運動によって，ダんどが難航しており，長期的需給計画通りの発電所の建設.稼励は不可能と 

なってぃる。

もし国民なり住民なりが合理的な選択を行なぃ，反対運動によって供給不足になる分の節約を

行してぃけば危機は生じなぃであろう。しかし近くに立地されるのは反対だが，消費は減らさずど

んどん増加させていくのが通例であるので，その結果，需給のアンバランスが生じ,最悪の場合は

停電さの混乱•危機が生ずる危険性も存在してぃる。

こうした事態の発生が予測されるの\ 、あれば，安全の確保に努めるとともに，国民.住民に合理

的選択を求め，もし電力消費を増加させてぃくのであれば，電子力発電を受け入れてぃくことが不 
, (30)

可欠となり，パプリック♦アクセプタンスの問題が危機回避のための1つの手段として重要となろうC

法(29) Amory B, Lovins, "Energy Strategy: The Road not Taken ?" Foreign Affairs, Oct., 1976, and 

Soft Energy Paths: Toward a Durable Peace, 1977,

( 3 0 )通商産業省編『明日の日本のための- ネルギー. プログラムー総合エネルギー調あ.会基本問題懇談会邮U報告を巾心 

として一』（通商産業調す会，1S77架）は，館 3部で，パプリック. アクセプタンスの推進をとりあげて，全般的な究 

明を行なっている。 .

-一- 119(209) — -
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第 5 に，戦争や紛争の動発ないしはゲリラ行動や事故等によって，資源の海上輸送ルートが途絶 

したり，相手国内での輸送設備や積出•貯蔵設備が破壊されたりすることによって， 日本への資源 

供給が突然しかもかなりの期間にわたって途絶したり，大幅に削減する危機の発生も，十分にあり 

えよう 0

(31)
桃屋太一氏の『油断』によれば，中東からの石油の輸送ルートが途絶して，石油の供給が通常時 

の 3 割になる事態が200日間日本で続いたら，300方人の死者と国民財産の7割が消失するという信 

じがたい状況が‘予測されており，こうした事態に備えての備蓄や国際的融通制度を確立し，危機管 

理策を事前に周到に準備しておくことも必要であろう。

r三田学会雑誌j 71巻 2号 （1978年4 月）

にり終6

19ア0年代に入って，とくに陸続として打ち出されてきた資源危機論の諸桃戦をIE面切って受けと 

めて，体系的に整理.分類し，大きな評価を与えておくことが，国際資源問題の解決を目指すため 

の基礎認識として不可欠であるように思える。 . ‘

とくに，現在の資源危機の基本的性格なり真の所在が，地球資源の物理的•絶対的枯渴が差し迫 

ったことによるのではなくて，むしろ地球の資源余力は十分に存在しながらも，国際関係と国内関 

係，とりわけ国際政治経资関係をうまく管理•運営できないことから生ずる危機に求められるとい 

う結論が正しいとすれば，資源危機への対応の基本方fさなり戦略の体系なりも，そこからg づと解 

明されてくることになろう。

本稿では，大きな整理•評価 •判断を大胆に提示することにのみ分析を限定したので，別の機会 

に国際資源問題の解決策については考究したい。

なおここでは，残念ながら， I . A の地球生態学的•物理学的なレベル•限界については， 自分 

なりの評価.刺断を下すことができなかった。

確かに，竹内均教授の指摘するような何らかの意味での大きなレペル•限界が存在する可能性は 

強いように考えられる。もしそうならば，人類は， ネルギー供給が可能であるからといって，無 

際限に消費を増大することは不可能となり，こうしたレベル•限界を重視して，世界的な需要♦消 

費の調整を行ない， 全体のバランスを因り， グローバルに問題解決に取組んでいかなければ，f■合 

成の誤譲」に隨り，人類は滅亡せざるをえないという重大な危機に遭遇することになり，こうした 

点にも，新しい世界共同体意識の確立，ないし国際的な政策調整•協力の進展のための， 1つの重 

大な契機なり耍旧を求めることができるのではなかろう力、。 i

なおジョ 一： スク • レャゲンがシノトロビーの法則をffi祝して，それを中心にすえて経済学い

注( 3 1 )饼屋太一r油断J 日本経済新|j|他 ，1975ip,
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な社会科学全休を根本的に再構成しようとする主張や，秘旧敦氏のやはりュントロピーを重祝し， 

資源物理学を提唱し，それによって経済活動のあり方から人間の生活のあり方まで説き明かす簡明 

さと大胆さとにあふれた主張については，現在のところ，十分な評価*判断を下すことはできない 

でいる。

もう少し時間をかけてじっくりと勉碰し直した上で結論をえたいが，最後に， 休どんな社会な 

り人間を活のあり方を描 言しようとしているのかを検討してみるあ ま りにド ラ ス チ ッ グ な通念 

に反するものであることも手伝って，それらをかに信ずることは不可能であり，やはり大きな疑 

問を抱かずにはいられない。できればこうした疑問を起点として，評®•考察を進めて行きたいと 

考えている。

(経済学部教授）

注 （3 2 ) ジョージ:*:スク . レーゲンは，生物経济学からの諸提案として’ fr第1 , 戦争そのものだけでなく，あらゆる兵器の 

生制よ全rfil的に禁止すべきである。 第2 , よく練られ誠実な意図に基づいたその他の諸手段に加え， こうした生産 

力の利用によって，低開発国をできるどけ速く，よい生括（ぜいたくではない）に到達するよう援助しなければならない。

......第3 , 人類は，有機農業だけで適当に:^ぺていける水準にまで，人P を徐々に引き下げてゆくべきである。 ........

第4 , 太陽エネルギニの直接利;nが一般の便宜に供されるようになるか，核融合の制御が実現するまでは一一過剩暖FJ, 

過剰冷房，過剰速度，過剰照明等々による一~■■あらゆるエネルギーの浪費を，決意深く避けるべきであり， もし必要な 

らぱ厳TBに規制しなけれぱならない。第5 , われわれは， ゴルフ• カートとV、o た矛盾に満ちた商品力;代表する.ぜいた

くな道具やガレージニ棟分の自動単といった巨大な壮観さに対する病的な熱望を治さなければならない。......第6, b

れわれはまたファッション……を取リ除かなくてはならない。 まだそれなりに役に立つ外直や家具を棄ててしまうのは， 

全く心の病というものである。 … 第7 , 前項と密接に関連するが，修縫が可能となるようなデザインにして，耐久財 

をもっと長持ちするようにつくることが必要であるo j …し.等の提言を行なっている。（Georgescu-Roegen, Energy.. 
pp. 33-34,邦訳，143~144貝)。 .

さらにtifiw敦氏は一層極端に，分業の止揚を求め，それが新しい安定社会への展望を開くものとして位置づけ，r白分 

で食べるものは自分la森でつくるという社会では大a に物をつくる必要もなけれぱ， 大量にものを運ぶ必耍もないとい 

う時代がくるわけですから，大量エネルギー消費などということは考えられない社会になる。 そういう時代では， もち

ろん原子力発霜はいらないし，場合によっては石炭さえいらないのではないか...もちろん，ただち各個人の自給[H

足経済へは移れないから，その途中の段階として，地域 .町.村ごとに自給自立する社会をつくりあげたい。 いわゆる 

地域産直です。そのような小域主義者は今增えています。11家統一の政府なんか不耍.有害ですJ と主張している。び前 

揭船  56~57K)o
一体，自給自立が本当に可能なのか，分業なしに我々が本きに生活ができるのか，人問の進歩とは何なのかといった 

根本的問が生ずる。あらためて別の棒会に，こうした考え方についての評碑.判断を展llfjしたい。
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